
第 143回伊達市災害対策本部会議 
平成 25年 2月 12日（火） 

17：00～17：35 
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（1）除染推進センターだより（第 17号）の発行について 
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（3）災害対策号（第 74号）の発行について 
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第 143回本部会議の概要について 

1 実施日時等 
平成 25年 2月 12日（火） 17：00～17：35 

2 内容 
1 放射能対策関係 
（1）生活圏除染業務の進捗について 

市民生活部次長が資料により説明した。 

2月 2日現在における進捗状況である。Aエリアでは、除染済み戸数は 1,345戸、対象戸数 2,555

戸に占める進捗率は、52.64％に達した。 

仮置場に関してまだ充足していない箇所（町内会）は、残り 6箇所（6町内会）である。保原

町富成工区の 1箇所は、今週中に契約予定。霊山町掛田工区の 4箇所は、1つの仮置場として

確保するよう調整している。 

B エリアでは、7 工区について H25.1.30 に入札を終え、除染戸数等に応じて、概ね工期を

H25.2.5～H25.7月～8月として発注した。A及び Bエリアに係る詳細な数値等は、添付資料

のとおり。 

 

（伊達総合支所長） 

一次モニタリングは、伊達地域全 34町内会中、2町内会で終了、3町内会で実施中である。仮

置場は、町内会単位での設置は難しいため、地区単位での設置を目指している。現在までに、

仮置場の決定には至っていない。 

（梁川総合支所長） 

一次モニタリングは、梁川地域全 125 町内会中、104 町内会で終了、99 町内会で調査票の審

査を終えた。仮置場は、検討及び調査を進めている。 

（保原総合支所長） 

保原地域の Cエリアは、60町内会であり、そのうち 15町内会で一次モニタリングを実施中で

ある。仮置場は、現在調整中である。 

（市民生活部長） 

霊山地域の一次モニタリング及び調査票審査は、大石・泉原地区すべての町内会で終了した。

仮置場に関しては、泉原地区で、行政区としての仮置場の候補地が決定された。 

 

なお、A エリアに関しては、工期を H25.3.15 と定めて除染業務を行ってきた。鋭意進めてき

たものの、年明けからの降雪や仮置場の確保等各工区それぞれの事情により、工期内に終える

ことができるのは、当初予定の約 7割の予定である。工期内に完了しない約 3割は、工期の延

長により対応したい。 

 

（市長） 

A及び Bエリアに関しては、仮置場は約 70箇所に達する。担当職員の努力と市民の理解が進

んだことによると考えている。仮置場が多く確保できているということは、より多くの市民に

仮置場について理解していただいているということ。とりわけ、仮置場の視察を行うことは、

その確保に一役買っている。  
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一方、C エリアは、非常に世帯数が多い。約 15,000 世帯である。この点、全てを業者により

実施することは難しく、また、放射線量もそう高いものではない場合が多数である。そのため、

基本的には、ホットスポットをモニタリングにより把握、報告してもらい、放射線量が高いと

ころから、除染を行うということだと考えている。 

業者に除染を実施してもらうといっても、平成 25年の夏までは、A及び Bエリアの除染があ

る。これは、可能な限り早急に済ませなければならない。A及び Bエリアの除染が完了すれば、

Cエリアになるというところ。それだけ除染業者の人手も足りない、業者に委託して全て行っ

てもらうというよりは、お金の問題ではなく、除染の全てが業者で行える能力がないというこ

と。 

したがって、現実的には、町内会にお願いをして、除染を行ってもらうことだと考えている。 

実際に、梁川地区では進んでいるし、例えば、モデルケースでは、町内会によるモニタリング

で 3μSv/h以上のホットスポットがあるところが全体の 2割で、全てを除染しなければならな

いというわけではない。 

 

 

2 その他 
（1）除染推進センターだより（第 17号）の発行について 

放射能対策課長が資料により説明した。 

第 16 号では、これまで市民から寄せられた意見について、仮置場の造成やその方法に関する

ものが多かったこと等を踏まえ、仮置場ができるまでを特集し掲載した。今号では、今後、C

エリアの仮置場確保を進めていかなければならないこともあり、多くの市民が注目している仮

置場の管理について主な記事として掲載した。 

その他の詳細な記事については、添付資料のとおり。 

 

（市長） 

仮置場の数は、市民がよりわかりやすく、また、多くの方にご協力をいただいているというこ

とも含めて掲載されたい。 

 

（2）農業情報市「耕」（第 9号）の発行について 

産業部次長が資料により説明した。 

試験栽培及び低減対策の実施により、基準値である 100ベクレルを超えないことが実証された

こと並びにコメの全量全袋検査を行い、基準値を超えなかったことから、農林水産省が平成 25

年 1月 29日付で発表した「25年産米の作付け等に関する方針」では、一部を「全量生産出荷

管理地域」とする条件のもと、市内全域での作付けが可能になった。 

その他の記事は、紙面に掲載のとおり。 

（市長） 

25年産米の今年の吸収抑制対策に係る文中に、散布する資材を検討するとの記載があるが、今

後検討を行うのか。 

また、全袋検査を実施する場合は、管理計画を提出する必要はないのではないか。 
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（産業部長） 

資材の種類は、ゼオライトとケイ酸カリウムに決まったが、散布量については、2 月 20 日に

実施する地域農業再生協議会総会で決定してから、関係者には周知を図りたいと考えている。 

なお、全量全袋検査を行う場合でも、管理計画は作成しなければならない。ただし、福島県が

行う抽出検査については、その必要はなくなる。 

 

 

（3）災害対策号（第 74号）の発行について 

秘書広報課広報広聴係長が資料により説明した。 

（市長） 

放射線量が高いところは、その線量を下げなくてはならない。これは時間との闘いということ。

一方、市には、放射線量が高くないところがある。こうしたところも、時間の経過にしたがっ

て、線量は下がっていく。しかしながら、そうしたところは、何も対策をとらなくて良いとい

うことではなく、Cエリアについては、年内に、できるだけ早期に、対策を具体的に始めたい

考えで、現在取り組みを行っている。 

継続的に市の放射線量測定を行っていただいている環境ワーキンググループの菅野氏によれ

ば、セシウム 134 及び 137 の放射能の強さが約 7 対 3 であることを踏まえ、理論上の推移を

とると、実測値は、ややその下を、理論上と推移と概ね並行になるとのことである。 

菅野氏からは、非常に説得力のある説明を受けた。 

 

町内会で行っているモニタリングに係る調査票審査や二次モニタリングは、どういったものか

ということを、市民に対して情報発信してほしい。 

除染推進センターとしてはどうか。 

 

 

（除染推進センター所長） 

スポット除染に徹して進めて行きたいと考えているが、国及び県との交付金の関係で調整があ

るので、その件が済み次第かと捉えている。 

（市長） 

国及び県の交付金の関係はどのようになっているのか。 

 

（財務部長） 

スポット除染に関して、0.23μSv/h以上の場合について交付金の対象とするという話であるが、

当然モニタリングが行われたという前提があっての交付金交付という姿勢を県が崩していな

かった。 

実際にモニタリングを行い、0.23μSv/h未満であれば交付金を支払わないということではなく、

スポット除染を行うにしても、まず、モニタリングを行わなければならないのであるから、市

と県で協議し、モニタリングについても交付金の対象とすることを訴え、このことについては、

交付金の対象とすることで確認した。 

 



 

- 4 - 
 

（市民生活部長） 

モニタリングは全て対象となることで調整をしている。当市で行おうとしているモニタリング

及びスポット除染に係る費用を積算し、交付金の申請が求められる。除染推進センターで先行

して試行等を行っているため、その費用をおおよそ把握して申請できれば容易である。 

 

 

 

《次回本部会議》 

平成 25年 2月 26日（火） 10：00～11：00 

本庁舎 2階 応接室において 

（文責：石川 智史） 


